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ＩＰＣ第８版(２００６)の概要について 
平成１８年１月 

調整課審査企画室 

１）IPC リフォームの背景 

国際特許分類（IPC）は、特許文献のための国際的に統一した分類であり、特許庁の審査官、出願人、

その他の利用者が特許文献を検索するための有効なサーチツールの確立を目的として利用されている。

IPC は、「国際特許分類に関するストラスブール協定」（1971 年調印、1975 年 10 月 7 日発効）により、

特許公報等に表示することが義務づけられている。IPC は、技術革新や文献数増大等に対処するために、

WIPO の場において IPC 加盟各国からの提案に基づいて改定案を検討し、5 年に一度の間隔で版改正が行

われてきた。そして IPC 第 7 版が 2000 年 1 月 1 日に発効した。 
しかしながら、IPC は、膨大な文献数を持つ大規模庁には、大まかすぎて実質的なサーチが困難である

一方、文献数の少ない小規模庁には細かすぎて分類付与負担が大きいといった問題点があった。また、5
年に一度の版改正では迅速化する技術の進展に適切に対応したサーチが困難であるとの指摘がなされてい

た。 
このような状況の下、1999 年 3 月のWIPO/IPC 同盟専門家委員会（Committee of Experts of the IPC 

Union）において IPC のリフォーム（改革）の検討開始が決定された。その結果、次のような新たな特徴

を有する IPC 第 8 版（2006）が 2006 年 1 月に発効した。 
 

２）IPC 第８版（2006）の概要 
IPC 第７版における課題及び IPC リフォームの目的は次の通りである。 
① 大規模庁及び小規模庁のニーズへの対応 

IPC 第７版は約７万分類項目からなるが、出願件数の多い大規模庁にとっては各分類項目に対する

文献数が多くなりサーチを効率よく行うには必ずしも十分ではなかった。このため、日欧の特許庁等

はそれぞれ FI、ECLA など IPC をさらに細展開した内部分類を独自に発達させており、例えば欧州

特許庁に出願された文献をサーチしようとした場合 ECLA に習熟する必要があった。一方、出願数

の少ない小規模特許庁にとっては、IPC は分類項目数が多すぎて分類付与の負担が大きいという問題

点があった。そこで、これら大規模庁及び小規模庁の相反する２つのニーズを満たす IPC にする必要

があった。 
② 迅速な改正 

第７版まで IPC は 5 年に一度改正されてきた。しかし、近年の一段と加速する技術の進展、これに

よる注目技術分野における急速な文献数の増大などに伴って迅速に改正を行いたいという要請に対

処することができないことがより大きな課題となっていた。 
つまり、IPC 改正を迅速に行うことが可能となる手続き及び体制を整備する必要があった。 

③ 付与ルール簡素化 
IPC をより多くの国に使用してもらうためには、より分かり易い IPC であると共に分類付与のば

らつきが少なく安定した IPC であることが望ましい。そのためには分類付与ルールを簡素化、明確化

する必要があった。 
このような IPC における課題について議論がなされた結果、2006 年 1 月から IPC 第 8 版（2006）が発



 2

効した。IPC 第 8 版（2006）の特徴は次のとおりである。 
(a) IPC の二分化 

IPC 第８版（2006）では、「アドバンストレベル」と「コアレベル」と呼ぶ二つのレベルに二分化され

た。 
「アドバンストレベル」は、主に日本を含む大規模庁が付与する分類であり、技術の発展に柔軟に対応

できるように改正を適宜可能としている。アドバンストレベルを改正するための組織として専門家委員会

に特別小委員会（Special Subcommittee of the Committee of Experts）を設けており、構成メンバーは

PCT 最小限資料の再解析負担が全文献数の 20％を越える特許庁（現在のところ、日本国特許庁、欧州特

許庁（EPO）及び米国特許商標庁（USPTO）が該当する（以下、この三庁を三極という））と国際事務局

である。アドバンストレベルの改正は、特別小委員会での承認後、当該分類改正に伴う再分類を経て発効

する。 
一方で「コアレベル」は、中小規模庁が付与し易い安定した分類とし、分類項目数はアドバンストレベ

ルの 30％程度に絞り込まれた大まかな分類である。コアレベルの改正は、IPC 第７版までと同様、

WIPO/IPC 改正作業部会での採択、WIPO/IPC 同盟専門家委員会での承認により行われる。改正は３年毎

にまとめて新しい版として発効することとされている（次回は 2009 年 1 月を予定）。 
各分類項目のレベル分けは、ドット数等の階層によるのではなく、コアレベルがアドバンストレベルの

約３０％を目安として分類項目毎に個別に設定されている。どの分類項目がコアレベルにも属しているか

等の情報については WIPO から提供されている IPC 第８版(2006)分類表のインターネット版

(http://www.wipo.int/classifications/ipc/ipc8/)で参照可能である。 

31/01  ・ 炭化水素
31/015 ・・ 炭化環式のもの
31/02  ・ ハロゲン化炭化水素
31/025 ・・ 炭素環式のもの
31/03  ・・・ 芳香族のもの
31/035 ・・ 脂肪族不飽和結合

を有するもの
31/04 ・ ニトロ化合物

アドバンストレベル コアレベル

随時 改正周期改正周期 ３年毎

現在約７万項目 分類項目数分類項目数 アドバンストレベル
の約３０％を目安

例例

A61K31/00 有機活性成分を含有する医薬品製剤

31/01  ・ 炭化水素

31/02  ・ ハロゲン化炭化水素

31/04 ・ ニトロ化合物

大規模庁 主な対象主な対象 中小規模庁

【 アドバンストレベル、コアレベル 】

（６８,７１１項目） （１７,１１８項目）

31/01  ・ 炭化水素
31/015 ・・ 炭化環式のもの
31/02  ・ ハロゲン化炭化水素
31/025 ・・ 炭素環式のもの
31/03  ・・・ 芳香族のもの
31/035 ・・ 脂肪族不飽和結合

を有するもの
31/04 ・ ニトロ化合物

アドバンストレベル コアレベル

随時 改正周期改正周期 ３年毎

現在約７万項目 分類項目数分類項目数 アドバンストレベル
の約３０％を目安

例例

A61K31/00 有機活性成分を含有する医薬品製剤

31/01  ・ 炭化水素

31/02  ・ ハロゲン化炭化水素

31/04 ・ ニトロ化合物

大規模庁 主な対象主な対象 中小規模庁

【 アドバンストレベル、コアレベル 】

（６８,７１１項目） （１７,１１８項目）
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 (b) 既発行文献の最新版 IPC による再分類 
IPC の公報への付与は、公報の発行時に有効な IPC を付与することにより行われており、IPC 第７版ま

では、IPC を用いたサーチは、サーチ対照となる公報の発行時に合わせて有効な版を選択して用いる必要

があった。この点について、IPC 第８版(2006)以降では、PCT 最小限資料について最新版の IPC により既

発行公報の再分類を行い、最新の IPC によるサーチを可能とすることとした。しかし、再分類は非常に大

きな作業負担を伴うものであり、同じ技術内容の文献を複数の庁が重複して再分類することは効率的でな

い。そこで、全く同じ優先権主張を伴う出願群（シンプルファミリー）については、その出願内容もほぼ

同じであると考えられることから、一つの庁のみが再分類を行うように文献を割り当てることとし、再分

類の負担の無駄な重複を省くこととなった。日本は基本的に日本の文献を再分類することになるが、ファ

ミリー文献については各庁で分担して再分類を行うことから、必ずしも日本で公開／公表されたすべての

文献の再分類を負担するのではない。 
各庁は、(c)で説明する MCD より提示された文献リストに従って再分類を行い、再分類結果データを

MCD に送付する。 
2005 年末までに発行された文献については、日本では先のファミリー文献による各庁の分担に関係なく、

全文献について再分類データを作成し、2006 年 3 月頃に MCD に送付する予定である。この IPC 再分類

データは、庁内のサーチシステムが保持している各文献に付与された最新のFI データからのコンコーダン

ス変換により生成する。なお、当該データについては整理標準化データとして(独)工業所有権情報・研修館

から提供される予定である。 
また、2006 年以降に発行される公報に付与された IPC 第 8 版のデータも整理標準化データとして提供

予定である。 
一方、IPC 第 8 版(2006)発効後の改正に伴って行う IPC 再分類は、MCD により指定された文献につい

てのみ行う。すなわち、改正に関係する全ての日本文献の IPC 再分類データを作成・送付するわけではな

い。このため、IPC 第 8 版(2006)発効後の改正に伴う再分類データを整理標準化データとして提供するこ

とは予定していない（日本に出願された全文献の最新の IPC による再分類結果は、MCD でのみ管理・保

有されている。）。 
なお、再分類結果に基づく公報の再発行は行わない。 

 (c) MCD（Master Classification Database）の構築 
EPO において、IPC 同盟国の特許文献の分類情報を蓄積したデータベース（MCD）を構築し、データ

の一元管理を行う。具体的には、各庁は、自国に出願された特許文献に付与した IPC 及びそのバージョン、

付与した日等の分類情報を MCD に送付する。また、IPC の改正が行われた場合には、MCD より割り当

てられた既発行文献について、改正に伴う再分類を行い、そのデータを MCD に送付する。MCD はこれ

らのデータを一元的に管理し、各庁はMCD の複製データを保有してサーチ等に活用することができる。 
MCD では、再分類データはシンプルファミリー単位で格納され、重複作業防止の観点から、再分類を

行う庁を振り分けるルールが規定されている。日本は、処理の都合上、2005 年末までに発行された文献に

ついて日本が全ての日本文献について再分類データを送付することとしているが、MCD においては、本

来再分類を担当すべきであった庁が送付したデータが有る場合等、日本が送付したデータが全て格納され

るのではない。 
このように、日本が送付する IPC 再分類データと実際のMCD のデータとは必ずしも一致しない。 
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 なお、MCD は、EPO が保有する DOCDB の一部として運用され、MCD データは EPO から DOCDB
製品として一般に提供される予定である。また、現時点でのDOCDB はデータ交換のフォーマットとして

WIPO 標準 ST.30 を使用しているが、2006 年中には、WIPO 標準 ST.36 のフォーマットに変更される予

定である。 
 

【 ＭＣＤ （Master Classification Database） 】 

(d) 分類付与ルールの見直し 
IPC の利便性を向上させるためには、分類付与のばらつきが少なく安定したものであることが望ましい。

そのため、分類付与ルールの簡素化、明確化の検討がなされた。その結果、「ファーストプレイス優先ルー

ル」を導入し、今後、IPC を改正していく分野については、原則として当該ルールを適用することとした。 
ファーストプレイス優先ルールでは、発明の技術主題が、最も階層が深くかつ適切な分類（グループ）

を選択するまで、各階層レベルでその技術主題の何れかの部分を包含している最初のグループを順次特定

することにより分類する。１件の特許文献に特定の技術主題が幾つか開示されているときは、各技術主題

それぞれに適用される。この規則が適用されるところには「注」によってその旨が指示してあり、適用範

囲も明確に示してある。 
 
 (e) 分類項目の標準配列 
標準配列とは、その分類表の最上位にある最も複雑な又は特殊な主題事項から、その分類表の最下位に

置かれたあまり複雑でない又は特殊でない主題事項へと進む原則に従って並べる配列であり、ファースト

プレイス優先ルールが適用される分野で導入されている。また、標準配列を採用していない分野について

も標準配列自体は用意されており、WIPO のホームページ上に掲載されている IPC 第８版(2006)分類表の

インターネット版(http://www.wipo.int/classifications/ipc/ipc8/)において、メイングループ単位で標準配列

に並び替えて表示する機能が提供されている。 

分類データ
（コアレベル）

コアレベル

採用特許庁M C D

JP2000-111111A 
&EP3333333A
アドバンストレベル
C03B 5/0,
C07D 5/02

JP2002-777777A 
アドバンストレベル
H04N 1/0,
H04N 1/02

JP2003-888888A 
& US110000A
アドバンストレベル
A01L 1/022,
B01J 3/02

ＪＰ文献以外の各国の分類データ
（コアレベル及びアドバンストレベル）

ＪＰ文献の分類データ
（アドバンストレベル）

ＪＰＯ

（アドバンストレベル採用特許庁）

分類データ
（コアorアドバンストレベル）

EPO

ＵＳＰＴＯ，
ＥＰＯ等
各特許庁

分類データ
（コアレベル）

コアレベル

採用特許庁

コアレベル

採用特許庁M C D

JP2000-111111A 
&EP3333333A
アドバンストレベル
C03B 5/0,
C07D 5/02

JP2002-777777A 
アドバンストレベル
H04N 1/0,
H04N 1/02

JP2003-888888A 
& US110000A
アドバンストレベル
A01L 1/022,
B01J 3/02

M C D

JP2000-111111A 
&EP3333333A
アドバンストレベル
C03B 5/0,
C07D 5/02

JP2002-777777A 
アドバンストレベル
H04N 1/0,
H04N 1/02

JP2003-888888A 
& US110000A
アドバンストレベル
A01L 1/022,
B01J 3/02

ＪＰ文献以外の各国の分類データ
（コアレベル及びアドバンストレベル）

ＪＰ文献の分類データ
（アドバンストレベル）

ＪＰＯ

（アドバンストレベル採用特許庁）

ＪＰＯ

（アドバンストレベル採用特許庁）

分類データ
（コアorアドバンストレベル）

EPO

ＵＳＰＴＯ，
ＥＰＯ等
各特許庁

ＵＳＰＴＯ，
ＥＰＯ等
各特許庁
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【 標 準 配 列 の 例 】 
 
例： A47D 子供に特に適合する家具（学校用ベンチまたは机A47B39/00, A47B41/00） 
［現行］ 
 
1/00 子供用いす（いす一般A47C；子供用車両座席B60N2/26） 
3/00 子供用机 
5/00 子供用化粧台（たんすA47B67/00） 
7/00 子供用ベッド（ベッド一般A47C） 
9/00 ゆりかご 
11/00 他のものに変えられる子供用家具，例．ベッドにすることができる子供用いすまたはベンチ（他

のものに変換できる家具一般A47B85/00） 
13/00 他の子供用家具（幼児用の補助的または携帯式トイレットシートA47K13/06） 
15/00 子供用家具の付属品，例．安全ベルト，哺乳ビンホルダー（医薬供給用ビンのホルダーA61J9/06；

安全ベルトまたは人体の支持帯一般 A62B35/00；陸上乗物用安全ベルトまたは人体の支持帯

B60R22/00；航空機用の人体の支持帯B64D25/06） 
 
［標準配列］ 
 

11/00 他のものに変えられる子供用家具，例．ベッドにすることができる子供用いすまたはベ

ンチ（他のものに変換できる家具一般A47B85/00） 
1/00 子供用いす（いす一般A47C；子供用車両座席B60N2/26） 
5/00 子供用化粧台（たんすA47B67/00） 
3/00 子供用机 
9/00 ゆりかご 
7/00 子供用ベッド（ベッド一般A47C） 
13/00 他の子供用家具（幼児用の補助的または携帯式トイレットシートA47K13/06） 
15/00 子供用家具の付属品，例．安全ベルト，哺乳ビンホルダー（医薬供給用ビンのホルダー

A61J9/06；安全ベルトまたは人体の支持帯一般 A62B35/00；陸上乗物用安全ベルトま

たは人体の支持帯B60R22/00；航空機用の人体の支持帯B64D25/06） 
 
(f) インデキシングコードの扱い 
インデキシングコードについて、IPC 第８版(2006)において大幅な改正が行われた。 
具体的には、コロン（：）を使用する従来の表記から、分類項目と同じ斜線（／）を用いる表記に変更

された。これにより、分類記号からは分類項目とインデキシング項目が区別できなくなる。インデキシン

グコードであるか否か、インデキシングコードがどの分類記号と関連しているかについては、各インデキ

シング系列の前の注、タイトルまたは見出しに示されている。 
さらに、分類表では縦線で示されていた、分類用とインデキシング用の両方の目的での使用（併用）が

廃止された。 
また、関連する分類記号をインデキシングコードとともに括弧内に表記するリンクの概念も廃止される

特殊 

一般 
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こととなり、分類表から「リンクしなければならない」「リンクしてはならない」といった表現が削除され

た。 
 なお、FI については庁内システムの関係上、インデキシングコードについては引き続きコロン（：）を

使用することにしている。また、リンクや併用の概念については、旧版の IPC を採用している FI のメイ

ングループでは引き続き存在する。 
 

(g) 「注」の範囲の記載方法の変更 

IPC 第７版までは、注の対象を範囲で記載する際、該当する最後のグループまでを範囲として記載して

いた。しかしながら、第８版(2006)以降は、範囲で記載する場合に、範囲の最初のグループと同階層のグ

ループまでが記載されることとなった。しかしながら、指定されたグループの下位のグループは自動的に

対象となるため、記載方法の変更により注の対象範囲は変更されない。 
 例えば、以下の分類の場合、第７版では、「グループ２７／０２～２７／４８においては」と記載されて

いたが、第８版(2006)で、「グループ２７／０２～２７／４０においては」と変更されている。しかしなが

ら、注の対象となる範囲は同一である。 

 

注 
（１）グループ２７／０２～２７／４０においては，相反する指示がない限り，最後の適切な箇所に分類する。[7] 

27/02 ・無機材料[7] 

27/04 ・・金属または合金[7] 

  ・ 

  ・ 

27/40 ・複合材料，例．層状のものまたはある物質を同一もしくは異なる物質からなるマトリックスに分散させたも

の[7] 

27/42 ・・無機物質のマトリックスを持つもの[7] 

27/44 ・・高分子のマトリックスを持つもの[7] 

27/46 ・・・リンを含む無機物質の充填剤を含むもの[7] 

27/48 ・・・高分子の充填剤を含むもの[7]  
27/50 ・機能または物理的特性に特徴のある材料[7] 

 
 
(h) 分類定義の作成 

IPC の各サブクラス及び各グループに記載されている説明について表現にばらつきが見られるため、現

在WIPO においては、IPC 第８版(2006)分類表のインターネット版 
(http://www.wipo.int/classifications/ipc/ipc8/)に掲載するための定義、注、参照、サブクラス内の索引等の

記載を統一した書式に書き直す作業を進めている。また、この議論の際に、サブクラスの境界が不明瞭な

ものについては、議論され、明確化が図られることとなる。現在、120 余のプロジェクトが進行中であり、

約 20 のプロジェクトでは英語版及びフランス語版の定義（Definition）について IPC リビジョン作業部会

において採択されており、その一部については既にWIPO のホームページの IPC 第８版(2006)分類表にお

ける定義情報として掲載されている。今後、採択された定義についても、順次WIPO のホームページの IPC
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第８版(2006)分類表に掲載される予定である。また、定義情報の日本語版については、今後PMGS にてリ

リースされる予定である。 
 
(i) 公報表記 
 日本が採用する IPC アドバンストレベルは、分類改正が必要な分野においては適宜改正がなされる。こ

のため、これまでのように Int.Cl.の右肩に版を表示するのではなく、分類記号毎に改正された年月を用い

て表現することとなった。また、発明情報と付加情報の識別は、太字表示か否かで行い、アドバンストレ

ベルとコアレベルの識別は、イタリック（斜体）か否かで行う。したがって、日本の公報の表記方法は、

次のようになる。 
Int.Cl. 

B28B 5/00 (2006.01) アドバンストレベル、かつ発明情報 
B28B 1/29 (2007.04) アドバンストレベル、かつ発明情報 
H05B 3/18 (2008.07) アドバンストレベル、かつ付加情報 

なお、コアレベルのみを採用する庁が発行する公報は、 
Int.Cl. (2006) 

B28B 5/00  コアレベル、かつ発明情報 
B28B 1/00  コアレベル、かつ発明情報 
H05B 3/10  コアレベル、かつ付加情報 

のように表記され、アドバンストレベルとコアレベルを併用する庁が発行する公報は、 
Int.Cl. (2006) 

B28B 5/00 (2006.01) アドバンストレベル、かつ発明情報 
B28B 1/29 (2007.04) アドバンストレベル、かつ発明情報 
H05B 3/10  コアレベル、かつ付加情報 

のように表記される。 
 
２００６年１月以降： 

 
 

JP  2007-000000  A  2007.1.1

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号 

                                               特開2007-000000
(P2007-000000A)

(43)公開日 平成19年1月1日(2007.1.1)

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）   

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.01)           Ｇ０１Ｂ  12/34    １０１Ｂ          ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87     (2006.01)           Ｇ０２Ｃ   9/87    ＺＮＡ           ３Ｂ００５ 

 Ｇ０１Ｂ  67/89     (2006.04)           Ｇ０１Ｂ  67/89          Ｚ        

   Ｇ０１Ｂ  12/345    (2006.07)           Ｇ０１Ｂ  12/345      Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34/56     (2007.01)           Ｇ０１Ｂ  34:56 

                     審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  外国語出願  公開請求  （全 7 頁）  最終頁に続く
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２００５年１２月以前： 

 

 なお、PMGS における IPC 照会で表示する IPC についても、改正された年月（例：2006.01）を併記し

て表現することとした。 
 
(j) IPC のグループ構成の変更 
 IPC 第８版(2006)の分類構成について、アドバンストレベルにおいて将来的に細展開が詳細に行われる

ことを考慮し、メイングループ及びサブグループ内の分類記号のデータフォーマットが従来の３桁／５桁

から、４桁／６桁になった。すなわち、IPC 第７版以前では、例えばＡ０１Ｂ○○○／○○○○○と斜線

（／）の前後が３桁／５桁であったが、IPC 第８版(2006)以降は当該部分が４桁／６桁に拡張された。し

かしながら当面の間は、拡張された斜線（／）の前の４桁目又は斜線（／）の後の６桁目を使用する分類

項目を新設する予定はないため、FI については、当面３桁／５桁を維持することとしている。 
 
(k) IPC 第８版(2006)の分類情報 

IPC 第８版(2006)の分類情報の取り扱いについて、これまで使用していた WIPO 標準の ST.8 の規格が

変更され、50 桁からなる指示子で管理されることとなった。このST.8 を使用して、MCD とのデータ交換

が行われる。 
 以下の表は、50 の連続したポジションのそれぞれに導入される値を示す。 
 

 
ポジション 内容 値 

1 セクション A,…,H  
2,3  クラス 01,…,99  
4 サブクラス A,…,Z 
5 to 8 メイングループ (右揃え) 1,…,9999, 空白 
9 スラッシュ / (“Slash”) 
10 to 15 サブグループ(左揃え) 00,…,999999, 空白 
16 to 19 未使用 4 空白 
20 to 27 バージョン識別子 YYYYMMDD（年月日） データ形式 
28 分類のレベル C,A,S 
29 第１分類かそれ以外か F,L 
30 発明情報か付加情報か I,N 

JP  2004-000000  A  2004.1.1

 

(19)日本国特許庁(JP)     (12)公 開 特 許 公 報(A)              (11)特許出願公開番号

                                               特開2004-000000
(P2004-000000A)

(43)公開日 平成16年1月1日(2004.1.1)

(51)Int.Cl.7                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）   

   Ｇ０１Ｂ  12/345                        Ｇ０１Ｂ  12/34    １０１Ｂ          ２Ｅ１１０ 

   Ｇ０２Ｃ   9/87                         Ｇ０２Ｃ   9/87    ＺＮＡ           ３Ｂ００５ 

 Ｇ０１Ｂ  67/89                         Ｇ０１Ｂ  67/89          Ｚ        

 //Ｇ０１Ｂ  12/345                        Ｇ０１Ｂ  12/345      Ｕ     

   Ｇ０１Ｂ  34:56                         Ｇ０１Ｂ  34:56 

                                          審査請求 有  請求項の数 2  ＯＬ  （全 8 頁）  最終頁に続く 

 

【 ＩＰＣ記録形式に関するＷＩＰＯ標準 】
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31 to 38 データの発効日 YYYYMMDD（年月日） データ形式 
39 オリジナルデータか再分類データか B,R,V,D 
40 分類データの起源 H,M,G 
41-42 分類の付与庁 AA,…,ZZ (ST.3) 
43-50 未使用 8 空白 
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３）三極分類調和の動き 
IPC の細展開を議論する IPC アドバンストレベルの改正は特別小委員会が行うが、実質的には日米欧の

三極特許庁が作業の中心となる。三極は将来 IPC アドバンストレベルとして採用することを念頭に、2000
年 11 月に三極分類調和プロジェクトを開始することで合意し作業を進めてきている。現在、日本国特許庁

においては IPC を細展開したFI を、欧州特許庁では、IPC を細展開したECLA1を、また米国特許商標庁

では、独自の米国特許分類（USPC2）をそれぞれ使用しているが、技術分野毎に三極で議論を行い、合意

した一つの調和分類を採用し、さらにはこれを IPC 化し、1 つの IPC で各国の文献を効率よくサーチでき

るようにしようとするプロジェクトが進められている。 
 2006 年 1 月現在 45 の分野（リチウムイオン電池、放送分配方式等）において作業が進められており、

このうち幾つかの分野においては、特別小委員会において IPC アドバンストレベル分類化される準備が進

められている。 
 

【 分類調和のイメージ 】 
 

 
 
 

                                            
1 欧州特許分類。欧州特許庁（EPO）が内部で用いる分類で、IPCをベースにさらに細展開して約６万分類項目を

付加した計約１３万分類項目からなる。EPOへの特許出願以外に、欧州各国の特許にも多く付与されている。新

分類は既発行公報に遡って付与されている。 
2 米国特許分類。米国特許商標庁が策定したIPCに基づかない独自の分類。約１７万分類項目。新分類は既発行

公報に遡って付与されている。 

 

分類項目数
2006年以降

USPC (USPTO)

1985 1990 1995 2000 2006 2009 2012

15万

5万

10万

20万

IPC ４版 ５版

FI (JPO)

ECLA (EPO)

７版６版

アドバンストレベル

コアレベル
（アドバン
ストレベル
の約30%）

調
和

IPC ８版

68711項目

分類項目数
2006年以降

USPC (USPTO)

1985 1990 1995 2000 2006 2009 2012

15万

5万

10万

20万

IPC ４版 ５版

FI (JPO)

ECLA (EPO)

７版６版

アドバンストレベル

コアレベル
（アドバン
ストレベル
の約30%）

調
和

IPC ８版

68711項目
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